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活気あるフランス有機食品セクター、規模拡大のために本来の原則の放棄を迫られる可

能性も 

 

 家計の有機食品志向の高まりによって同セクターは非常に力強い成長を見せ、

2017年の市場規模は 80億ユーロを超える見込み。 

 有機食品企業の好調：サブセクターに占める有機食品のシェアは 10％増大し、有

機食品企業の倒産件数は 11％減少。 

 有機食品の供給は需要になかなか追いついていない輸入は現在 29％。2009 年以

来、初の増加。 

 同セクターの発展を左右する 4つの重要要因。 

 

有機食品の生産は、消費需要に対応するには不十分 

 

フランスの有機食品セクターは 2014 年以来、二桁成長を実現している。この上昇トレン

ドは 2017 年上半期にも確認され、コファスの予測では、通年では約 14％の成長となり、

売上高は 80 億ユーロを超える見込みである。農産食品市場における有機食品のシェアは

依然として小さいが（2016 年は 3.5％）、有機食品消費の人気は増大している。2016 年、

フランス人の 69％は少なくとも月 1 回、有機食品を食べている（2012 年以来、25 ポイン

トの増加）。また、その頻度も上がっている（2016 年には 15％の人が毎日有機食品を食

べている。2012年以来、7ポイントの増加）。1 

 

有機農業生産は、特に周期性の強い発展を見せており、公的部門が実施する措置・支援

に応じて、力強い成長と停滞の時期が交互に訪れている。フランスにおいて有機農業に

用いられている土地の比率は、過去 2 年間に転換登録がピークに達したことで増大して

いるが、利用中の農地面積全体に占めるシェアは依然として小さく（2017 年上半期で

6.5％）、欧州の平均よりも低く、オーストリア、スウェーデン、エストニア、イタリア、

チェコ共和国には大きな差をつけられている。2014～16 年のあいだに行われた多くの有

機転換により、近い将来、有機農産物の供給は顕著に増大すると予想されている。それ

にもかかわらず、消費が非常に活発であるため、恐らくこのセクターでは、生産量・生

産規模を拡大するため、農業手法の調整が必要になるものと思われる。もしそうした調

整が行われない場合、フランスは輸入を増やさざるをえない。有機食品消費のうち、す

でに輸入は 29％を占めている。  

 

有機食品生産のシェアが拡大したセクターでは、企業倒産が減少 

 

コファスのデータによれば、有機農法の農場は財務体質が良好である。また、農産食品

セクター全体としては年平均 4.9％のペースで企業倒産が増加している一方で、有機食品

の生産が拡大したセクターでは、2012 年から 2016 年までのあいだに企業倒産が減少して

いる。こうして、果物（シェア 14.8％／倒産 5.6％減少）、ワイン（シェア 8.5％／倒産

2.5％減少）など、いくつかのセグメントでは倒産が減少している。養蜂事業者（シェア

13％／倒産 5.4％増加）、羊・ヤギ飼養事業者（シェア 5.1％／倒産 3.2％増加）に関し

ては、倒産の増加は平均以下又は平均に近い水準となっている。逆に、養豚（シェア
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0.9％／倒産 18.8％増加）、穀物（シェア 2.1％／倒産 12％増加）、養鶏（シェア 1.4％

／倒産 9.5％増加）といった、有機食品生産のトレンドと関わりの低いセクターでは、企

業倒産の増加幅が大きくなっている。  

 

さらに、各々のサブセクターがそれぞれ特有の価格トレンドや外的要因による影響を受

けているにもかかわらず、（他の条件が等しいとすれば）有機農法のシェアが大きいサ

ブセクターの方が高い回復力を示しているように思われる。コファスでは、各サブセク

ターにおける総生産量に占める有機食品生産のシェアが 10％増加すると、そのサブセク

ターにおける企業倒産が 11％減少する結果になると見ている。 

 

リスクを伴うが変化は不可避 

 

活発さと相対的な強さにもかかわらず、有機食品セクターは変化を必要としている。こ

の変化の方向性は、主として、従来農法分野よりも一般に 19～25％低い収量を増加させ

られるかどうかにかかっている。精密農法（センサーの利用やロジスティクスの簡素化）

に向けたイノベーションの活用と、農場の規模拡大は、収量増加に貢献する可能性があ

る。フランスで有機農法を採用している農場の規模（48 ヘクタール）は欧州の平均（40

ヘクタール）よりもやや大きいが、非有機農法の農場に比べるとはるかに小さい（これ

は他の欧州諸国の大半では見られない状況である）。このことは、特に大半の孤立した

農場に関して、経済的な存続能力を弱めている。2 

 

フランスの一部の有機農家は、従来の「集約的」農法とは対立する「人間サイズ」の農

業を維持したいと望んでいるが、農場規模の拡大という有機食品小売セクターの集約化

という避けがたいトレンドのもとで困難に直面するだろう。近年では力関係の変化が見

られるとはいえ、それでもフランスの主要小売グループの影響力はかなり大きい。2016

年、中・大規模スーパーマーケットの市場シェアは 45％であり、2011 年に比べ 4 ポイン

ト低下した。これに対し、専門小売ネットワークのシェアは 30％で、5 ポイント上昇し

ている。拡張志向の戦略によって、有機食品セクターの発展が加速し、新たな消費者へ

のアクセスが容易になる可能性がある一方で、同セクターの担い手が大規模小売企業に

強く依存するようになり、農家に支払われる対価に大きな下降圧力がかかるリスクがあ

る。 

 

市場での資金調達への移行があまりに急速に進められると、有機食品市場が本来の原則

（地産地消、低カーボンフットプリント、社会との結びつき、創出価値のバランスの良

い配分）の一部から乖離するというシナリオが現実になる可能性がある。市場原理に基

づく報酬のためには、有機食品産業が十分に成熟し、収量増大によって国家支援の縮小

による所得減少を相殺できるようになる必要がある。さらに、想定される価格上昇が、

一部カテゴリーの消費者に対する差別的効果を発揮する可能性がある。つまり、そうし

た消費者が低価格な輸入品に転じる可能性がある。 

 

「フランス：有機食品セクターはその原則を放棄するのか」の執筆者である Bruno De 

Moura Fernandes は、「結局のところ、有機食品の消費増大によって、このセクターの変
化は必然的となる。そうした変化は、適応と解釈されるのか、本来の原則の放棄と見な
されるか、いずれかだろう」と語る。 

                                                        
2 出典：ユーロスタット 
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連絡先:  

ジョナタン・ペレズ -  Tel. 03 5402 6108  – jonathan.perez@coface.com 

 

コファスとは   

 

取引信用保険で世界有数の企業であるコファス・グループは、国内及び輸出取引において、取引先の債

務不履行のリスクからお客様を守る為のソリューションを、全世界の企業に提供しています。2015年に

は、4,200名のスタッフのサポートによって、コファス・グループは14億4900万ユーロの連結売上高を計

上しました。100か国における直接的及び間接的なプレゼンスによって、コファスは50,000を超える企業

の200ヵ国以上にまたがる取引をカバーしています。コファスでは、企業の決済動向に関する独自の知見

と、660名のアンダーライターと信用調査のエキスパートの専門知識に基づいた、160ヵ国に及ぶカント

リー・リスク評価を四半期毎に発表しています。 

 

www.coface.com 

コファスSAはユーロネクスト証券市場のA部にて上場しています。 

ISINコード：FR0010667147 /ティッカーシンボル: COFA 
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